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（9）実質公債費比率（分子）の構造（都道府県） 平成27年度 奈良県
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平成25年度までは臨時財政対策債の償還の増加に伴

う元利償還金の増加により、実質公債費比率（分

子）は増加傾向にあったが、平成25年度から平成26

年度にかけて基準財政需要算入額に算入される公債

費の額が増加したことにより、実質公債費比率（分

子）は減少。平成26年度から平成27年度にかけて元

利償還金等が増加したものの、基準財政需要算入額

に算入される公債費の額も増加したことにより、実

質公債費比率（分子）はほぼ横ばいとなった。

本県では、投資的経費に充当する通常債について発

行抑制に努めており、また発行する場合は交付税措

置のある財源的に有利な地方債の活用に努めてい

る。

今後も引き続き公債費負担軽減を図るため、このよ

うな取組を継続する。
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